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Ⅰ．はじめに
発達障害は，学習の問題にとどまらず，周
囲の人との対人関係や普段の行動など，生活
上に様々な困難が生じると言われている．ま
た，身体に器質的な障害があるわけではない
ため，障害に起因した問題とはわかりにく
い．そして，障害と健常の境界が明確でな
く，どこまでが障害でどこからが本人の個性
や能力の問題であるのか区別がつきにくいと
いう特徴がある（日本学生支援機構，2017）．
「障害のある学生の修学支援に関する実態調
査（対象年度平成17年度から平成26年度）」
によれば，大学に在籍する発達障害学生数は
2006 年から 2014 年の間に 2,174 人増えてお
り、増加が顕著である（日本学生支援機構，
2018）．全国の看護師養成機関を対象とした
平成 24 年の「学習・発達障害のある看護師/
看護学生の実態調査」では，看護学生のうち，
著しい指導・学習困難な学生が 2.3％，なん
らかの発達障害の特徴を備えた学生が 1.02％
であったと報告されている（池松，2018）．
看護教育においては，技術演習，臨地実習
での学びが重要な位置を占めており，これら
は欠かせない学習内容である．技術演習や臨
発達障害および発達障害の疑いのある大学生への
支援事例に関する文献検討
－看護学生の支援への示唆－
A Literature Review of Case Studies to Supports for
University Student with Development Disorders
－ Implications of support to nursing students－
岸 央子・古田雅俊
Yoko Kishi and Masatoshi Furuta
要 旨
本研究は，発達障害のある大学生への支援の現状を知り，看護教育における技術演習や臨地実習を見
据えた支援についての示唆を得ることを目的とし，発達障害学生への支援事例が述べられている文献に
ついて検討を行った．検索の結果本研究の対象として抽出された 9 件の文献検討により，以下のような
示唆が得られた．１. 発達障害の専門知識を持つ人材を確保し，発達障害学生を取り巻く多様な人々と
の連携が密に行える支援体制の構築が求められている．２. 対象者が感じている困難感，困り事を具体
化していくことを支援のきっかけとし，解決策を対象者とともに見出していくことができるような関わ
りが求められる．３. 支援の過程では常に対象者本人の意思を尊重し，対話の中から本人が納得するよ
り良い方法を一緒に探していくプロセスが重要である．４. 対象者に合わせた自己目標を掲げ，対象者
本人と支援関係者が共有した上で支援を行っていくことが重要である．
キーワード：発達障害，看護教育，支援
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地実習では，思考に工夫を凝らしてそれまで
学んだ知識を応用したり，いくつかの看護
技術を複合的に実践したりする場面がある．
一方，発達障害学生は他人との意思や情緒の
疎通，適切な関係を築くことに問題を示すと
いった社会的コミュニケーションと社会的相
互作用の困難さや，複数の課題をこなせな
い，注意力に障害がある等の特徴を持つ（日
本学生支援機構，2017）．机上の学習では問
題が表面化していない状況でも，演習や実習
に際して多くの困難に直面し，発達障害が表
面化することが多くあると予測される．実際
に，山下と徳島（2016）の研究では，発達障
害及び発達障害の疑いのある看護学生は，
臨地実習におけるコミュニケーションを基盤
とした学習困難が多くみられたと述べられて
いる.
障害者の権利に関する条約第 24 条教育の
項には，「締約国は，障害者が，差別なしに，
かつ，他の者との平等を基礎として，一般的
な高等教育，職業訓練，成人教育及び生涯学
習を享受することができることを確保する．
このため，締約国は，合理的配慮が障害者に
提供されることを確保する」と明記されてい
る．さらに，2016 年に施行された「障害を
理由とする差別の解消の推進に関する法律
（障害者差別解消法）」では，障害学生への
「合理的配慮」の提供が求められている．ま
た発達障害者支援法においては，「大学及び
高等専門学校は，発達障害者の特性に応じ，
適切な教育上の配慮をするものとする」と明
記されている．しかし，発達障害のある看護
学生に対する，技術演習や臨地実習を見据え
た具体的な支援方法についての事例報告は管
見の限りなく，看護教育機関においてどのよ
うな支援を行っていくべきであるのかについ
ては，現段階において明確になっていないと
言える.
そこで本研究では，一般の大学で実践され
ている，発達障害学生への支援事例が具体的
に述べられている先行文献を検討し，支援の
現状を知ると同時に，発達障害および発達障
害の疑いのある看護学生への技術演習や臨地
実習を見据えた支援についての示唆を得たい
と考える．
Ⅱ．研究目的
大学で実践されている，発達障害学生への
支援事例が具体的に述べられている先行文献
を検討し，発達障害および発達障害の疑いの
ある看護学生への，技術演習や臨地実習を見
据えた支援について示唆を得ることを目的と
する．
Ⅲ．研究方法
看護教育機関における発達障害学生への支
援事例の報告は先行研究では見当たらなかっ
たため，一般の大学での支援を含めた文献を
対象にしたいと考え，検索データベースは
CiNii を用いた．検索キーワードは「発達障
害」「大学生」「支援」とした（最終検索日：
2017 年 12 月 8 日）．そこから，対象が高等
教育機関の学生であるもの，具体的な支援事
例が述べられているものに絞りこみ，就労支
援が中心のもの，および会議録，本研究目的
とは関連性のないものは除外した．
抽出した文献を精読し，具体的支援の方
法・支援の担当者，対象者の支援開始のきっ
かけ，具体的支援の実際について検討した．
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Ⅳ．用語の定義
１．発達障害
発達障害者支援法では，発達障害とは，自
閉症，アスペルガー症候群その他の広汎性発
達障害，学習障害，注意欠陥多動性障害その
他これに類する脳機能の障害であって，その
症状が通常低年齢において発現するものとし
て政令で定めるものをいう．
（１）自閉症（Autistic Disorder）
自閉症とは，３歳位までに現れ，①他人と
の社会的関係の形成の困難さ，②言葉の発達
の遅れ，③興味や関心が狭く特定のものにこ
だわることを特徴とする行動の障害であり，
中枢神経系に何らかの要因による機能不全が
あると推定される．
アスペルガー症候群とは，知的発達の遅れ
を伴わず，かつ，自閉症の特徴のうち言葉の
発達の遅れを伴わないものである．なお高機
能自閉症やアスペルガー症候群は，広汎性発
達障害に分類されるものである（文部科学
省，2017）．
（２）高機能自閉症
（High-Functioning Autism）
高機能自閉症とは，３歳位までに現れ，他
人との社会的関係の形成の困難さ，言葉の発
達の遅れ，興味や関心が狭く特定のものにこ
だわることを特徴とする行動の障害である自
閉症のうち，知的発達の遅れを伴わないもの
をいう．また，中枢神経系に何らかの要因に
よる機能不全があると推定される（文部科学
省，2017）．
（３）学習障害
（LD：Learning Disabilities）
学習障害とは，基本的には全般的な知的発
達に遅れはないが，聞く，話す，読む，書
く，計算するまたは推論する能力のうち特定
のものの習得と使用に著しい困難を示す様々
な状態を指すものである．学習障害は，その
原因として，中枢神経系に何らかの機能障害
があると推定されるが，視覚障害，聴覚障
害，知的障害，情緒障害などの障害や，環境
的な要因が直接の原因となるものではない
（文部科学省，2017）．
（４）注意欠陥／多動性障害
（ADHD：Attention-Deficit/
Hyperactivity Disorder）
ADHD とは，年齢あるいは発達に不釣り
合いな注意力，及び／又は衝動性，多動性を
特徴とする行動の障害で，社会的な活動や学
業の機能に支障をきたすものである．また，
７歳以前に現れ，その状態が継続し，中枢神
経系に何らかの要因による機能不全があると
推定される（文部科学省，2017）．
２．合理的配慮
障害者の権利に関する条約第２条におい
て，合理的配慮とは「障害者が他の者と平等
にすべての人権及び基本的自由を享有し，又
は行使することを確保するための必要かつ適
当な変更及び調整であって，特定の場合にお
いて必要とされるものであり，かつ，均衡を
失した又は過度の負担を課さないものをい
う．」と定義されている．
Ⅴ．倫理的配慮
文献からの引用は述べられている意味内容
を損なわないようにし，出典を必ず明記する．
Ⅵ．結果
検索データベース CiNii を用い，検索キー
ワードを「発達障害」「大学生」「支援」とし
た結果，抽出された文献は 129 件であった．
そのうち本研究の目的に合った 9 件を分析の
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対象とした．対象文献で述べられている，発
達障害学生への具体的支援の方法・担当者，
対象者支援開始のきっかけ，支援の実際につ
いて内容を検討した．
１．具体的支援の方法・支援の担当者
具体的支援方法としては，授業の運営によ
る支援が１件，学生支援センターや学生相談
室での個別面談による支援が３件，面談と，
Web システムや電子メールでの支援を組み
合わせた支援が２件，面談と，支援対象者を
取り巻く関係者との連携を組み合わせた支援
が２件，大学に設置されている保健センター
精神科への受診と関係者との連携を組み合わ
せた支援が１件であった．
支援は学生相談室や学生支援センター，保
健管理センターなど，おもに学生の大学生活
をサポートする組織によって展開されていた
が，支援はひとつの組織内のみで行われてい
るのではなく，教員・事務・その他の学生支
援機関との連携が行われていた．支援の継続
にあたって，保護者に協力を依頼する場合も
あった（天野・塩内・片岡他，2016；井野・
飯田・佐々木，2009；三橋，2012；西村，
2016）．
２．対象者の支援開始のきっかけ
授業運営による支援では，発達障害のある
学生が自ら授業を履修したことが支援開始の
きっかけとなっていた（常田，2017）．
学生支援センターや学生相談室，保健セン
ターでの支援開始のきっかけは，学内の他部
署からの紹介が３事例，自発的な相談や受診
が５事例あり，そのほかの事例では支援開始
のきっかけについて明確な記載がなかった．
自発的な相談から支援が始まる場合でも，
発達障害があることを前提に支援が始まった
ケースの記載はなく，当事者のうつ症状，対
人関係の苦手さ，単位の不足や留年といっ
た，大学生活を送るうえでの困難さを主訴と
して支援が開始していることが多かった．
３．具体的支援の実際と評価
（１）授業
常田（2017）は，大学の授業という枠組み
の中で，発達障害学生の大学生活上の課題に
対応する試みとして，「発達障がいと大学」
という授業を開講していた．ライフスキルを
成長させる意識を高めること，自他のライフ
スキルの状態がいかに多様であるかを知るこ
とを通して，発達障害の理解を深めることを
ねらいとし，授業が展開されていた．障害の
有無にかかわらず，授業という形式を通して，
発達障害学生と定型発達学生が一緒に学ぶこ
とは多様な意味があったと述べられていた．
（２）個別面談・カウンセリング
個別面談は，学生相談室や学生支援セン
ター，保健管理センターなど，学生の大学生
活をサポートする組織によって展開されてい
た．対応するスタッフの専門性についてはカ
ウンセラーが１件であったが，その他の文献
には明記されていなかった．
天野他（2016）の事例では，定期的に実施
された面談の中で学生が話す生活上の出来事
や本人の思いに沿って，必要とされる支援内
容を見出し，対応がなされていた．支援は４
年間継続された．３年次には，学生が実習で
体験した挫折体験に基づいて自己理解を促進
する支援が実施された．自己理解促進への支
援は，学生自身が自らの特性を見つめ，その
後の就職に向けてのスキルトレーニングに向
き合う契機となっていた．
西村（2016）によると，富山大学での発達
障害支援は，「富山大学・教育・学生支援セ
ンターアクシビリティ・コミュニケーション
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支援室」として組織化されている．約 60 分
間の初回面談後，複数の支援者の総合的な意
見をふまえ，暫定的な支援方針を決定してい
た．２～３回の支援状況を判断材料にしなが
らより適切な支援方針が作り上げられてい
た．本人や保護者から希望があった場合は教
員に対する配慮願いを作成する，前期終了後
には支援会議を行い，支援方針が妥当か学生
の変容はどうであったかを検討する，その結
果を受けて，本人の困りごとに対する対策を
具体的に練っていくという具体的支援内容が
示されていた．発達障害学生が障害特性によ
る不利益がないような教育環境を，どのよう
なプロセスで作り上げていくかが大きな課題
であると述べられていた．
Web システムを利用したコミュニケー
ション支援を試みている事例もある．この
Web システムの利用は，大学の構成員（学
生，教員）であれば誰でも可能である．対象
学生は Web メールを通して自己を語り，支
援者はコメントするという形でのやり取りが
なされていた．学生は，Web メール上で自
発的に日記を書くというツールを得たこと
で，「物語を通じての自己表現手段」を開花
させた．自分の経験を言葉にして語ること
が，自己理解，自己肯定感につながり，学生
の成長につながっていた（斎藤，2012）．
三橋（2012）は，発達障害学生は対面によ
るコミュニケーションを苦手とする特性を持
つということをふまえ，定期的な対面相談が
難しい学生への電子メールを用いた支援を試
みていた．音声コミュニケーションを苦手と
していた対象者にとって，文字で支援内容が
記録される電子メールは，混乱を回避するの
に有効であった．また，電子メールによる支
援後は，生活上の困り感を解決していくため
に挙げた行動目標に対する行動や，できるよ
うになったことが増えており，有効な支援で
あったと述べられていた．
西村（2010）は, 発達障害学生の支援に
は，ナラティブをツールとした「ナラティ
ブ・アセスメント」が有効なアプローチ方法
であると述べている．この研究において「ナ
ラティブ・アセスメント」とは，「発達障害
大学生支援のプロセスにおける連続的な判断
プロセス（診断，支援方法の選択，合理的配
慮の決定，支援効果の評価，予後予測など）
を，物語的対話を通じて行うための方法論で
ある」と定義されていた．ナラティブ・アセ
スメントでは面談時に，学生の語りの中から
本人の困っている状況を本人の視点で描き出
し，学生自身も自分に何が起きているのか理
解することにつなげていた．それが支援者と
当事者のプロセスの共有を可能にしており，
学生自身は自己理解と成長を促進していると
いう示唆が得られていた．
山下（2006）は，カウンセラーとして，対
人関係に困難がある学生の学生相談活動をし
たケースについて報告していた．週１回 50
分間の面接を，２年間継続した．関係者との
環境調整や，自己理解の促進，支援の終了に
向けての，キャリアカウンセリング導入の必
要性があったと述べられていた．
Ⅶ．考察
以上の結果から，発達障害および発達障害
の疑いのある看護学生に対する，技術演習や
臨地実習を見据えた支援について得られた示
唆を考察する．
１．具体的支援の方法・支援の担当者について
検討文献で見られた具体的支援方法は，カ
ウンセリング・個人面談など，支援対象者と
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支援者が 1 対 1 で直接密な関わりを持つ方法
が多かった．また，学生支援センター，保健
管理センター，学生相談室といった，学生支
援の専門部署が中心となって支援を展開して
いた．発達障害学生への支援は，学生生活全
般におよび，ライフスキルの獲得という長期
的な視野の必要な支援となる．看護教員と学
生との関係は，おもに教員の担当領域におけ
る授業がある短期間だけの関わりになること
が多い．そのため，継続的・長期的な支援が
できるよう，アドバイザー教員や学生相談
室，学生支援部，実習指導者，保護者，実習
グループメンバーなど学生をとりまく多くの
人々との連携が密に行える支援体制の構築が
求められていると考える．
支援体制の構築には，専門家の存在が欠か
せないと思われる．西村（2017）は，「大学
が障害学生支援を推進していく上でキーパー
ソンとなるのは，支援コーディネーターであ
る．発達障害に関する知識だけでなく，学生
との対話力，必要な支援を導き出すアセスメ
ント能力，組織マネジメント力も兼ね備えた
人材が必要である」と述べている．発達障害
の知識を持つ人材を確保し，十分な体制を整
えた上で，どの立場の誰が，どの程度支援に
かかわるかなど，慎重に対応方法を検討する
ことが必要だと考えられる．
２．対象者の支援開始のきっかけについて
看護教育では，技術演習や臨地実習が授業
の多くを占める．発達障害学生は，複数の作
業を同時にこなすことや，現象を多角的にと
らえることが困難であるという特徴を持つ．
机上の学習では問題が表面化していない状況
でも，演習や実習に際して多くの困難に直面
し，学習や生活上の問題，コミュニケーショ
ンの苦手さなどが表面化することが多くある
と予測される．
西村（2016）は，発達障害学生は障害の特
性から，「就学上配慮が必要と思われる場合
でも学生本人から主体的な配慮要請を期待す
ることが難しい」ため，本人の持つ困り感を
支援要請，適切な支援方法へと敷きなおして
いくプロセスが重要であると述べている．ま
た本田（2017）は，「大人の発達障害の診断
には，『発達障害であるか否か』ではなく，
『発達障害の要因がどの程度その人の精神状
態および生活の質に影響を及ぼしているか』
という視点が必要である」と述べている．
教員は，演習や実習時の学生の様子から，
支援のニーズが隠されていないか，という視
点を持って関わることが必要になると考え
る．演習や実習を展開する際に生じている，
学生が感じる困難感，困り事を具体化してい
くことが支援のきっかけとなり得ると考え
る．そしてその後，具現化された困りごとの
解決策を学生とともに見出していくような関
わりが求められると考える．また，入学後で
きるだけ早期から演習や実習中の様子をふま
えた学生の傾向を捉え，学生の苦手とするこ
とやコミュニケーション上の特性など，教員
間で情報共有することが求められると考え
る．発達障害の知識や支援体制の認識を高
め，アドバイザー教員や学生相談室との連携
を早期に開始する必要性を意識して学生と関
わっていく必要があると考える．
３．具体的支援の実際について
（１）支援プロセスの共有
天野他（2016）の挙げた事例には，専門分
野は違うが，発達障害学生が実習で失敗した
経験について述べられていた．その失敗体験
は後に自己理解へとつながり，本人がライフ
スキルを向上していこうとする意志を固める
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きっかけとなっていた．支援者は実習での失
敗は想定できていたことであったという．し
かし，実習に行くことを止めるのではなく，
自身で選びとった行動が変化につながること
を期待して，受け止める姿勢で関わっていた．
西村（2016）は「本人の意思決定を支える」
支援の在り方を慎重に検討していく必要があ
ると述べている．実際に，検討文献の多くが，
１対１での長期的な関わりを継続しており，
その中で対象者本人が何に困り，どう対応す
べきかをともに考えていく過程を経ていた．
支援の過程では常に本人の意思を尊重し，対
話の中から本人が納得するより良い方法を
一緒に探していくプロセスが重要であると考
える．
（２）看護教育における合理的配慮
障害を理由とする差別の解消の推進に関す
る法律（障害者差別解消法）では，障害学生
への「合理的配慮」の提供が求められてい
る．高橋（2016）は，発達障害学生への合理
的配慮の妥当性の判断の考え方として「障害
者でない者との比較において同等の機会の提
供を受けるためのものである」「教育・研究
の目的・内容・機能の本質的な変更ではな
い」「障害者・第三者の権利利益を侵害しな
い」等の視点を挙げている．
教員は学生への指導の公平性を保つことが
求められる．さらに，臨地実習の場合は，受
け持ち患者の安全安楽が阻害されることは
あってはならないという大前提がある．時に
発達障害学生中心の支援体制や学習環境を整
える事が難しい場面も生じると考えられる．
教員は，場面に応じて優先すべき事柄を見定
めながら，指導にあたる必要があると考え
る．必要な場合は実習指導者や授業に関わる
教員に情報を開示・共有し，協働していくこ
とも求められると考える．また，看護学の学
習を通して自己の傾向と向き合う事で，学生
の精神的な負担感が大きくなってしまうこと
もありうる．そのような場合に学生がサポー
トを受けられる体制について情報を得てお
き，早期対応ができるよう支援することも重
要であると考える．
臨地実習の場合，時間や場所の制約が多
く，実習期間中に学習が促進しやすい環境を
整える支援が困難な場合があると予測され
る．実習期間中だけでなく，実習後に学内で
追加指導を受けられる機会の提供をすること
も必要な場合があると考える．具体的な方法
としては，実習終了後学内での学習時間で，
実習場面で起きた事を丁寧に振り返ること，
どこに難しさを感じて，どうすればそれが解
決するかをともに考えることなどが挙げられ
る．天野他（2016）の報告にあったように，
看護教育においても臨地実習での体験は自己
理解を促進する好機であると考えられる．得
意なことと苦手なことが明確になり，それら
が自覚できれば学習スキルの向上にもつな
がっていくのではないかと考える．
低学年のころからある程度学生の自己理解
が促されている場合には，今後演習や臨地実
習で向き合うと予測される困難を想定し，ど
うすれば乗り越えられるかという視点で学習
の準備をしていくことが可能になると考えら
れる．学内の技術演習や自主トレーニングの
中で技術の実施を重ねていくことは，定型発
達学生にとっても欠かせないことであるが，
自主学習としての技術練習の機会を多く持つ
ことができるよう配慮すること，質問に対応
できる環境を整えることも必要になると考える．
さらに，授業や演習，臨地実習でのグルー
プメンバー構成の配慮や，受け持ち患者選定
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時の配慮，教材についての情報提供等，本人
の学習が促進しやすい学習環境の整備等も実
施すべき支援としてあげられると考える．
（３）発達障害のある看護学生における目
標設定
福田は（2016），「（発達障害の）特性を持
つ学生すべてを医療に受診させ，診断しよう
とすることは間違っている」とし，診断と告
知のメリット・デメリットをまとめている．
診断・告知のメリットのひとつとして，「教
職員がどのような障害か理解すれば，関わり
方や環境を適切に変えることができる」とす
る一方，デメリットとして「教職員が障害は
手に負えないと対応しなくなったり専門家に
丸投げしたりすること」を挙げている．
斎藤（2010）は，社会的にコミュニケー
ションに困難を抱え，発達障害と一般に呼ば
れているような傾向を持っているが，ある分
野に卓越した能力を持っているような学生
を，暫定的に「不均衡」と呼ぶことを提唱し
ている．発達障害のラベルを貼ることへのデ
メリットが解消されることを期待した概念で
ある．
臨地実習では，患者の経過や状況に応じて
適切な時期に適切な看護を提供することが求
められる．それは発達障害の学生の特性を鑑
みると，高い目標となり得る．また，看護の
対象は多様性を有する人間であり，高いコ
ミュニケーション能力を求められる．しか
し，仮に学生が学習目標を達成することがで
きなかったとしても，単に「発達障害」や
「不合格」とラベルを貼ってしまうのではな
く，学生が少しずつ成長の階段を登る事が出
来るような関わりを模索していくことが必要
ではないかと考える．
高橋（2012）は，「支援者は，学生にとっ
て不可欠な支援を確実に受けられるようにし
ながら，成長機会を奪わないような最低限の
支援とはどの範囲なのかを，常に考える必要
がある」と述べている．また，「支援者に過
剰な負担のかかる支援は大学のやるべきこと
とは言えない」としている．学生の成長する
機会を奪わず，適切な支援の方法と範囲を見
極めていくことが重要なのではないかと考え
る．本来設定されている講義目標や演習・実
習目標を基盤とし，当事者に合わせた自己目
標を掲げて臨むことが必要になると考える．
Ⅷ．おわりに
発達障害学生への支援事例が具体的に述べ
られている先行文献を検討した結果，発達障
害および発達障害の疑いのある看護学生へ
の，技術演習や臨地実習を見据えた支援につ
いて以下のような示唆を得た．
１．発達障害の専門知識を持つ人材を確保
し，発達障害学生を取り巻く多様な人々と
の連携が密に行える支援体制の構築が求め
られている．
２．演習や実習を展開する際に生じている，
学生が感じる困難感，困り事を具体化して
いくことを支援のきっかけとし，具現化さ
れた困りごとの解決策を学生とともに見出
していくような関わりが求められる．
３．支援の過程では常に対象者本人の意思を
尊重し，対話の中から本人が納得するより
良い方法を一緒に探していくプロセスが重
要である．
４．カリキュラム上設定されている講義目標
や演習・実習目標を基盤とし，対象者に合
わせた自己目標を掲げ，対象者本人と支援
関係者が共有した上で支援を行っていくこ
とが重要である．
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大学における発達障害学生への支援は，ま
だ模索段階であるといえる．看護教育の場に
おいても，支援体制を整えることが急務であ
ると考える．そのためには，教員が発達障害
の知識や，障害への理解を深めていくことが
求められていると考える．
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